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(１)物品等入札参加資格の登録申請について 

秩父市（以下「市」といいます。）が発注する物品売買や業務委託等の契約に係る競争入札及び

見積りに参加を希望する業者の方は、物品等入札参加資格審査申請により審査を受け、「資格者名

簿」に登載される必要があります。 

 

(２)対象となる業種 

物品の製造・販売、印刷請負、買受け、賃貸、電算業務委託、建築物管理業務委託、その他の業

務の委託等 

※ 詳細は業種一覧表を参考にしてください。 

※ 建設工事に伴う業務については、この申請ではありません。 

 
(３)申請できない者 

次のいずれかに該当する者は、申請できません。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４及び同施行令第１６７条の１

１第１項の規定に該当する者 

イ 市の入札参加資格を抹消され、当該抹消の日から２年を経過しない者 

ウ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２ 

条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）がその事業活動を支配している場合、その

他暴力団員との関係が特に認められる場合であって、市長が不適格であると認める者 

エ 法人税(個人事業者にあっては所得税)、消費税及び地方消費税、もしくは秩父市税が未納で

ある者 

オ 登録・免許・許可等を営業の要件とする業種（細目）について、当該登録・免許・許可等を

受けていない者（登録・免許・許可等を営業の要件とする業種（細目）以外に、業務に必要と

される許可や承認等を受けていない者） 

 

(４)申請受付期間等について 

ア 受付期間  令和４年９月２０日(火)～令和４年１０月２１日（金）（※期間内必着）   

イ 受付方法  新型コロナウイルス感染拡大防止のため、原則として郵送で受け付けます。 

ウ 送 付 先  〒368-8686 埼玉県秩父市熊木町８－１５ 

          秩父市役所財務部契約課 物品等入札参加資格審査担当 

 ※ 郵送の場合は、書留等の配達が確認できる方法で送付してください。 

なお、申請書類は「信書」にあたるため、日本郵便㈱が行う「郵便」又

は許可を受けた事業者の「信書便」により、送付してください。 

※ 封筒の表に『５・６年度物品等入札参加資格審査申請』と朱書きしてく

ださい。 

 

(５)有効期間 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで（２年間） 

※ 審査の結果、資格が承認されなかった場合や、申請内容に虚偽があった場合などはこの限り

ではありません。 

１ 申請案内 
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(６)その他 

ア 申請できる事業所は、主たる営業所（個人事業者含む。）又は代理人（支店長や営業所長等）

を置く営業所とします。 

イ 申請受理日については、契約課に申請書類が到達した日をもって受理日とします。ただし、

申請書の記入漏れ、添付書類の不備等があった場合には、その修正が完了した日をもって受理

日とします。 

ウ 申請内容に不備があった場合は、電話等で確認をさせていただき、必要に応じて内容の修正

を行います。 

なお、誤りが添付書類等により明白である場合は、確認を得ずに職権で修正する場合があり

ます。 

エ 提出書類に不備・不足等があった場合は、追加で不備・不足書類等の提出を求めます。 

なお、一定期間内に提出されない場合、申請が却下となる場合があります。 

 オ 名簿への登載は指名や発注を約束するものではありません。名簿へ登載されても、有効期間

中に入札の参加や見積依頼がない場合がありますので、予めご承知ください。 

 

 

 

(１)申請手順 

ア 申請の手引き及び指定様式は、市のホームページからダウンロードしてください。 

※ ホームページからダウンロードできない場合は、契約課窓口で受け取るか、210 円切手

を貼った返信用封筒（Ａ４サイズの書類が入る大きさ）を添えて、契約課に郵送の依頼を

してください。 

イ 申請の手引きに基づき、添付書類を準備し、申請書類に必要事項を記入してください。 

ウ 書類はチェックリストを表紙にし、チェックリストの番号順に揃えて、クリップ留めで提出

してください（ホチキス止め、ファイル綴じ等はしないでください。）。 

※ 申請書類受領書が必要な場合は、返信用定型封筒又は返信用はがき(いずれも宛先記入、

切手貼付済み)を同封してください。 

 エ 令和３・４年度の名簿に登載が無く、令和５・６年度に「新規」に申請をする事業者につき

ましては、紙の申請書の他に『申請書のエクセルデータ』を「秩父市 電子申請・届出サービ

ス」へ格納してください。（電子申請入口は下記の★の方法から） 

★（直接リンク URL）

https://s-kantan.jp/city-chichibu-saitama-u/offer/offerList_detail.action?tempSeq=

38399 

 ★『秩父市電子申請システム』でインターネット検索⇒『【埼玉県市町村電子申請・届出サービ

ス】手続き申込』をクリック、「秩父市 電子申請・届出サービス」のページ中「手続き一覧」

の中の「令和５・６年度秩父市物品等入札参加資格申請（データ送信）」 

 ★秩父市契約課の『令和５・６年度 物品等入札参加資格審査申請（定期受付）』のページ中の

リンクより 

 

(２)提出書類作成上の注意 

ア 提出書類はＡ４サイズで作成してください。 

イ 黒のペン又は黒のボールペンを使用し、楷書ではっきりと記入してください。パソコン等で

作成の場合は、黒字で作成してください。書き直すことのできる筆記具（鉛筆・消すことので

２ 申請手順・提出書類 
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きるペン等）は使用しないでください。 

ウ 書類に不備・不足がある場合は、申請を受理できません。必要な書類すべてが、受付期間内

に到着するようご注意ください。 

 

(３)提出書類 

必要な提出書類は、以下の一覧のとおりです。法人事業者、個人事業者によって必要な提出書類

が異なりますのでご注意ください。  

（○：必ず提出する書類 △：必要に応じて提出する書類 ―：提出が不要である書類） 

№ 書類の名称等 
法

人 

個

人 
備考・注意事項 

１ 

提出書類チェックリス

ト（指定様式） 
○ ○ 

・提出書類の該当する欄に○印を記入してください。 

・提出書類の表紙にしてください。 

２ 

物品等入札参加資格審

査申請書 基本情報・

業種情報（指定様式） 
○ ○ 

・必要事項を記入してください。 

・「基本情報」「業種情報」の両方を提出してください。 

・令和３・４年度に名簿登載の無い新規申請者はデータ

の提出（格納）も必要です。（前ページ参照） 

３ 

履歴事項全部証明書又

は現在事項全部証明書 

※コピー可（両面コピ

ーも可） ○ ― 

・申請日前３か月以内に発行されたもので、現状を反映

しているもの（法務局で発行）。 

・本店所在地が登記簿と異なる場合は、「提出書類チェッ

クリスト」の２欄の□にチェックを入れてください。 

４ 
身分証明書 

※コピー可 ― ○ 
・代表者のもので、申請日前３か月以内に発行された現

状を反映しているもの（本籍地の市区町村で発行）。 

５ 

財務諸表 

○ ○ 

※令和５・６年度申請より新たに提出をお願いする書類

です。 

【法人】（様式は任意）（直近１事業年度分） 

・貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書（又

は利益処分計算書、損失処理計算書） 

【個人】（直近１年分） 

・所得税確定申告書及び所得税青色申告決算書又は市県

民税申告書（写し） 

６ 

｢法人税(申告所得税)｣

及び「消費税及び地方

消費税」について未納

税額のないことの証明

書 

※コピー可 

○ ○ 

【法人】納税証明書「その３の３」に限ります。 

【個人】納税証明書「その３の２」に限ります。 

・申請日前３か月以内に発行されたもので、現状を反映

しているもの（税務署で発行） 

・新設の場合及び免税事業者も必要です。 

・電子納税証明書では受付できません。 
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№ 書類の名称等 

法

人 

個

人 
備考・注意事項 

７ 

市税の未納税額のない

ことの証明書 

※コピー可 

△ △ 

・秩父市内の本社(店)又は事業所で申請する場合に必要

です。 

・申請日前３か月以内に発行されたもので、現状を反映

しているもの（秩父市で発行） 

※ 設立後１事業年度を経過していない法人の場合、市

税の未納税額のないことの証明書の代わりに法人の設立

（設置）申告書の写し又は申請日前３か月以内に発行さ

れた事業証明書（コピー可）を提出してください。 

・「提出書類チェックリスト」の６市税の課税・収納状況

の確認に同意する欄に○印を記入した場合は、市で確認

しますので、提出する必要はありません。 

８ 

使用印鑑届（指定様式） 

○
（
８
又
は
９
） 

○
（
８
又
は
９
） 

【本社(店)申請の場合】 

・印は鮮明に押してください。 

・印鑑証明書の添付は必要ありません。 

・委任状を提出する場合は、提出不要です。 

９ 

委任状（指定様式） 【事業所申請の場合（代理人（支店長や営業所長等）に

入札・見積り・契約等の権限を委任する場合）】 

・入札書や契約書等には、受任者のお名前を記載するこ

とになります。 

・受任者がいない場合は提出不要です。 

・使用印鑑届を兼ねていますので、使用印鑑届の提出は

必要ありません。 

・印は鮮明に押してください。 

10 

代理店又は特約店証明

書 

※コピー可 △ △ 

・証明を必要とする代理店又は特約店になっている場合

には提出してください。 

11 

組合員名簿 

△ △ 

・組合として申請する場合に提出してください。 

・様式は任意のもので結構ですが、組合員の名称等の内

容が確認できるものとします。 

12 

許可証明書等（写） 

営業許可等一覧表（指

定様式） 

△ △ 

・申請する業種（細目）で営業許可等が必要な場合、「許

可証明書等」の写しを提出してください。 

・申請日現在で有効な証明書等を提出してください。 

・上記を提出する場合、「営業許可等一覧表」の該当する

業種・細目の許可・登録・届出等名称のチェック欄に○

印をつけてください。一覧に名称がない場合は、記入欄

に直接記入してください。 

※実際に業務を行う際に必要な許可は、改めて担当課よ

り提出を求められる場合があります。 
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(１)提出書類チェックリスト 

 ア 「会社名・事業所名」は、代理人を設置して申請する場合は、代理人を置く営業所等の名称

まで記入してください。 

イ 提出書類のチェック欄に○印を付けてください。提出書類は申請内容によって異なります。 

 

(２)物品等入札参加資格審査申請書 ＜記入例Ｐ12～14 参照＞ 

申請書のファイルは、「基本情報」「業種情報」の２つのファイルに分かれています。 

 

《基本情報ファイル》 

●申請者欄 

① 日付は申請日（提出書類を市へ発送等する日）を記入してください。 

② 申請者欄には、本社(店)の所在地、商号又は名称、代表者役職・氏名を記載することとしま

す。（基本情報の【本社(店)情報】を記入すると自動入力されるため、先に基本情報の記入を

進めてください。） 

№ 書類の名称等 
法

人 

個

人 
備考・注意事項 

13 

建築物管理業務個人資

格者数（指定様式） 

△ △ 

・「建築物管理業務」「施設・設備運転業務」「設備等点検・

検査業務」で申請の場合で、該当がある場合は提出して

ください。 

14 

自家用電気工作物保安

管理業務委託契約実績

情報（指定様式） 
△ △ 

・自家用電気工作物保安管理業務を希望する場合は必ず

提出してください。 

15 

営業所所在地等報告書 

（指定様式） 

△ △ 

・本社(店)が秩父市外にあり、委任先の事業所が秩父市

内にある場合は、必ず提出してください。 

・秩父市内の本社(店)で申請、秩父市以外の本社(店)・

事業所で申請の場合は必要ありません。 

16 

同意書（指定様式） 

― △ 

・申請者が個人事業者で、成年被後見人、被保佐人、被

補助人又は未成年者である場合のみ提出してください。 

・申請日前３か月以内に成年後見人、保佐人、補助人又

は法定代理人が作成したもの。 

17 

適格請求書発行事業者

の登録通知書（写） 
△ △ 

「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」について、

インボイス制度の登録を行った事業者は、税務署から通

知される「適格請求書発行事業者の登録通知書」の写し

を提出してください。 

３ 提出書類等の記入要領 
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〈参考 地方自治法施行令（抜粋）〉 

 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第１６７条の４ 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の

各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各

号に掲げる者 

（指名競争入札の参加者の資格） 

第１６７条の１１ 第１６７条の４の規定は、指名競争入札の参加者の資格についてこれを準用

する。 

 

●基本情報 

【登録区分情報】 

 ① 「２ 申請区分」「３ 業者番号」「４ 受付番号」欄は、記入する必要はありません。 

 ② 「５ 法人／個人区分」欄は、登記をしている場合は「法人」、登記をしていない場合は「個

人」と記入してください（プルダウンリストから選択できます。）。 

③ 「６ 法人番号」欄は、法人のみ記入してください。 

④ 「７ 所在区分」欄は、該当する項目を記入してください。（プルダウンリストから選択で

きます。） 

    市 内：秩父市内の本店で登録する場合 

準市内：本店は秩父市外だが、申請事業所が秩父市内の場合 

   郡 内：本店又は申請事業所が秩父郡内（横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町、東秩父村）

にある場合 

   県 内：埼玉県内の本店で登録する場合又は本店・申請事業所とも県内にある場合 

   準県内：本店は埼玉県外だが、申請事業所が埼玉県内の場合 

    県 外：申請事業所が埼玉県外にある場合 
 

⑤ 「８ 申請事業所区分」欄は、該当する項目を記入してください（プルダウンリストから選

択できます。）。 

   本社(店)申請：本店申請の場合 

   事業所申請 ：委任先の営業所等（支店、営業所）を置き、入札・見積り・契約等の権限

を代理人に委任する場合 

 

【本社(店)情報】 

法人事業者の場合は、登記事項証明書（登記簿謄本）に記載されている情報を記入してください。

個人事業者の場合は、事業主本人の情報を記入してください。 

① 「９ 商号又は名称」欄は、法人の種類を表す文字を略さずに記入してください。 

   株式会社、有限会社等と商号等との間は空けずに記入してください。 

   （例）株式会社秩父市役所   有限会社秩父市役所  秩父市役所株式会社 

② 「10 商号又は名称（カナ）」欄は、カタカナで記入してください。法人の種類を表す文字

は記入する必要はありません。 
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 （例）株式会社秩父市役所 → チチブシヤクシヨ 

③ 「11 代表者役職」欄は、登録を希望する役職名（本店登録の場合は、入札書や契約書に記

載する役職名）を記入してください。 

④ 「12 代表者氏名」欄は、姓と名の間は一文字分空けてください。法人にあっては登記簿謄

本どおりに記入してください。 

⑤ 「13 代表者氏名（カナ）」欄は、カタカナで記入してください。姓と名の間は一文字分空

けてください。 
（例）チチブ タロウ 

⑥ 「14 郵便番号」「15 都道府県」「16 市区町村」欄は、本社所在地の郵便番号、都道府県

名、市区町村名を記入してください。 

登記上の本店所在地又は住民登録上の住所と異なる場合は、登録を希望する所在地を記入し

てください（この場合、登記上の本店所在地又は住民登録上の住所の記載は必要ありません。）。 

⑦ 「17 所在地」欄は、市区町村名以下の内容を記入してください。なお、丁目、番、号、番

地については－（ハイフン）を用いて記入してください（ビル名等がありましたら、記入して

ください。）。 

（例）熊木町８番１５号 → 熊木町８－１５  

⑧ 「18 所在地（カナ）」欄は、地名のフリガナをカタカナで記入してください。 
   （例）クマギマチ 

⑨ 「19 電話番号」「20 ＦＡＸ番号」欄は、数字を－（ハイフン）で区切って記入してくだ

さい。 

（例）0494-22-2211 

 

【申請事業所情報】 

  事業所申請で代理人（支店長や営業所長等）に入札・見積り・契約等の権限を委任する場合に、

委任先の営業所等の情報を、上記【本社(店)情報】①～⑨の説明を参考に記入してください。 

※ 本店内委任でも、代表者から代理人に権限を委任する場合には、「事業所申請」になるので、

【申請事業所情報】の記入をしてください。 

※ 「８ 申請事業所区分」欄が本社(店)申請の場合（受任者がいない場合）は、記入不要です。 

 

【担当者情報】 

「33 申請事務担当者所属」「34 申請事務担当者氏名」「35 申請事務担当者氏名（カナ）」「36 

申請事務担当者電話番号」「37 申請事務担当者ＦＡＸ番号」欄は、申請内容について問い合わ

せする場合がありますので、申請事務担当者（この申請内容に関する質問等に対応できる方）の

情報を記入してください。なお、担当者氏名の姓と名の間は一文字分空けてください。 

 

【予備項目】 

①  「38 メールアドレス」欄は、契約担当部署のメールアドレスをご記入ください。携帯電

話のメールアドレスは記入しないでください。 

  基本的にメールアドレスは必ずご登録ください。 

② 「39 創業年月日」欄は、登記簿謄本に記載されている会社成立の年月日、登記されていな

い場合は営業を開始した年月日を記入してください。 

③ 「40 常勤職員の人数」欄は、雇用期間を限定せずに常時雇用されている職員の人数を記入

してください。 



8 
 

 

④ 「40 うち役員数」欄は、上記常勤の職員の人数のうち、役員となっている人数を記入して

ください。なお、非常勤の役員の数は含めないでください。 

⑤ 「41 資本金」「42 自己資本金」「43 年商（売上）」欄は、申請日直近の財務諸表等に記

載の数値を正確に記入してください。「42 自己資本金」欄には、純資産に相当する数値を記

入してください。単位は千円単位（千円未満は切り捨て）です。 

⑥ 「44 適格請求書発行事業者登録番号」欄は、「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」

について、インボイス制度の登録を行った場合に税務署から通知される登録番号を記載してく

ださい。 

 

【申請代理人情報】（行政書士の方が代理申請する場合） 

行政書士の方が代理申請する場合に記入してください。 

 

【契約実績情報】 

この項目には、申請日を基準とした過去２年間に、国又は地方公共団体と行った契約の主なも

のについて記入してください。国又は地方公共団体との契約実績がない場合は、1行目「契約先

官公庁等」の項目に「実績なし」と記入してください。 

※ 単価契約の場合、「契約金額（税込み）」欄は、「件数×単価」の金額とし、「品名・件名等」

欄は、「○○○（単価契約 １件あたり○○円）」と記入してください。 

※ 「納入年月日」欄には、契約締結日ではなく契約が完了した日を記入してください。例えば、

物品売買契約の場合は物品を納入した日、一定の期間がある委託契約の場合は委託期間の終了

日とします。ただし、賃貸（レンタル・リース）や保険業務の場合は、業務の開始日でも可と

します。 

 

《業種情報ファイル》 

① 市との取引を希望する業種について、「業種一覧表」を参照し、「業種」「細目」欄のプルダ

ウンリストから該当項目を選択してください。 

② 「取扱品目」「仕入先・取扱メーカー」には、具体的な品名、名称等を記入してください。

品目や会社の名称等は「、」で区切ってください。自社製品の場合は、仕入先・取扱メーカー

に自社と記入してください。 

※ １つの細目につき１件（１行）にまとめてください。 

 ※ 「印刷」「買受け」「役務」に関しては、「仕入先・取扱メーカー」の記入は不要です。 

※ 許可書等を要する業種（細目）の場合は、「営業許可等一覧表」及び許可書等の写しを提

出してください。許可書等の写しを添付した場合は、「許可等」欄に○印を付けてください。 

※ 自家用電気工作物保安管理業務を希望する場合、業種：設備等点検・検査業務、細目：電

気・通信設備を選択したうえで、取扱品目欄に「自家用電気工作物保安管理業務」と記入し

てください。また、電気主任技術者免状と「自家用電気工作物保安管理業務委託契約実績情

報」を提出してください。 

※ 取扱品目の中で、特定の品物のみ市と取引したい場合には、取扱品目欄に、「○○のみ取

り扱い希望。」「○○以外の依頼は不要。」「○○、△△製品に限る。」等、記入してください。

業種 細目 取扱品目 仕入先・取扱メーカー 許可等 

ＯＡ機器・ＯＡ用品 ＯＡ機器 パソコン、プリンター等 自社、●●事務器㈱  

医療機器等 医療機器 ＡＥＤのみ ○○医療㈱ ○ 
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 重 要！    
市では、登録した業種情報の細目を基本に業者選定を行います。このため、市と取引を

希望する全ての業種（取扱可能な全細目）に登録していただく必要があります。業種（細

目）の入力漏れがあった場合は、取扱いがあっても指名通知（見積依頼）等ができなくな

りますのでご注意ください。登録できる業種及び細目の数に制限はありません。 

取扱品目が限定されていることが明らかでない場合、取扱いのない品目・業務内容であって

も見積依頼（指名通知）等をする場合があります。 

 

 

    

 

 
 
 
 
(３)使用印鑑届 ＜記入例Ｐ15 参照＞ 

ア 本社（店）で申請する場合に提出してください。代理人（支店長や営業所長等）に権限を委

任する場合は、提出する必要はありません（委任状のみを提出してください。）。 

イ 日付は、申請日（提出書類を市へ発送等する日）を記入してください。 

ウ 記載内容は、「物品等入札参加資格審査申請書」の【本社（店）情報】と同じ内容を記入し

てください。 

エ 使用印鑑届は、入札書、見積書、契約書、請求書等に押印する印影を届出するものです。 

代表者印（実印）を使用印とする場合も、「代表者印（実印）」・「使用印」両方の欄に押印し

てください。実印以外の印を使用する場合は、その使用する印を「使用印」欄に押印してくだ

さい。 

   使用印鑑届の印影は、直接朱肉等にて押印してください。コピー等の場合は、受付できませ

んのでご注意ください。（※ 印鑑証明書の添付は必要ありません。） 

 

(４)委任状 ＜記入例Ｐ16 参照＞ 

ア 入札・見積り・契約等に関する権限を代理人（支店長や営業所長等）に委任する（＝契約書

等に受任者のお名前を記載する）場合に、提出してください。受任者がいない（＝本社・代表

取締役名を契約書等に記載する）場合は、使用印鑑届を提出してください。 

イ 日付は、申請日（郵送の場合は発送日、持参の場合は提出日）を記入してください。 

ウ 委任者については、「物品等入札参加資格審査申請書」の【本社（店）情報】と同じ内容を

記入してください。なお、「代表者氏名」の印は、代表者印（実印）を押してください。 

エ 受任者については、「物品等入札参加資格審査申請書」の【申請事業所情報】と同じ内容を

記入してください。 

オ 「代理人使用印鑑」欄には、入札書、見積書、契約書、請求書等に使用する印影を押印して

ください。 

   委任状の印影は、直接朱肉等にて押印してください。コピー等の場合は、受付できませんの

でご注意ください。 

 

(５)営業許可等一覧表 ＜記入例Ｐ17 参照＞ 

申請業種に係る業務を行う上で法令上必要な許可・登録・届出等がある場合に、許可書等の写し

を添付して提出してください。一覧表には、申請業種に対応する添付許可書等のチェック欄に○印

を付けてください。 

 

(６)建築物管理業務個人資格者数 ＜記入例Ｐ17 参照＞ 
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「建築物管理業務」「施設・設備運転業務」「設備等点検・検査業務」に登録する場合で、該当が

ある場合に記入し、提出してください。 

 

(７)自家用電気工作物保安管理業務委託契約実績情報 ＜記入例Ｐ18 参照＞ 

自家用電気工作物保安管理業務を希望する場合に記入し、提出してください。 

申請日を基準とした過去３年以内に契約締結した自家用電気工作物保安管理業務委託契約につ

いて記入してください。契約期間が完了していない業務でも構いません。また、契約の相手方は官

民を問いません。 

 

(８)営業所所在地等報告書 ＜記入例Ｐ19～22 参照＞ 

本店が秩父市外にあり、委任先の事業所が秩父市内にある場合のみ提出してください。 

① 日付は、申請日（郵送の場合は発送日、持参の場合は提出日）を記入してください。 

② 本社（店）の「所在地」「商号又は名称」「代表者役職」「代表者氏名」欄は、「物品等入札参

加資格審査申請書」の【本社（店）情報】と同じ内容を記入してください。 

「代表者印」は実印を押してください。 

③ 申請事業所の「所在地」「商号又は名称」「受任者役職」「受任者氏名」欄は「物品等入札参

加資格審査申請書」の【申請事業所情報】と同じ内容を記入してください。 

  「印」は委任状に押印している代理人使用印鑑を押してください。 

④ 「営業所の状況」「企業名の表示」「電話設備」「備品等」欄は、該当する□をチェックして

ください。 

⑤ 「営業所の付近見取図」欄は、申請事業所付近の地図を記載又は添付してください。なお、

事業所の位置を赤色等で記入してください。 

⑥ 「営業所の外観の写真」欄は、申請事業所の外観写真で、看板等の会社名が確認できるもの

を添付し、説明が必要な場合は説明欄に記入してください。 

⑦ 「営業所内部の写真」欄は、部屋が複数ある場合は、主に使用している事務室内の写真を添

付し、説明が必要な場合は説明欄に記入してください。 

⑧ 「営業所がビル内に存在する場合の写真」欄は、申請場所がビル内に存在する場合のみ、建

物の入口又はエレベーターホール等にある事業所の案内板並びに申請者の名称・申請事業所の

名称を明記した事業所入口部分の写真を添付してください。 

⑨ 「予備の写真」欄は、上記各項目で、１枚で対応できない場合、この予備欄に対象部分の写

真を添付し、説明が必要な場合は説明欄に記入してください。 

※ 添付の写真は申請日前３か月以内に撮影したものを添付してください。 

※ この報告書に基づいて、申請事業所の実態調査を実施する場合がありますので、その際に

はご協力をお願いします（内部確認、書面等の確認）。 

なお、現地調査は日ごろの状態を確認させていただくため、改めてご連絡せずお伺いする

場合があります。営業所として認められない場合は、申請を受理できないことがありますの

で、ご了承ください。 

 

(９)同意書 ＜記入例Ｐ23 参照＞ 

ア 申請者が個人事業者で、成年被後見人、被保佐人、被補助人又は未成年者（以下「成年被後

見人等」といいます。）である場合のみ提出してください。 

イ 日付は同意書を作成した日を記入してください。 

ウ 申請日前３か月以内に成年後見人、保佐人、補助人又は法定代理人（以下「成年後見人等」
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といいます。）が作成したものであること。 

エ 下線部分は、成年被後見人等の状況により、適宜書き換えを行ってください。 

オ 申請者「所在地」「商号又は名称」「代表者役職」「代表者氏名」欄は、物品等入札参加資格

審査申請書の「本社（店）情報」と同じ内容を記入し、同意者欄には成年後見人等の実印を押

印してください。 

 

 

 

 

審査の結果、物品等入札参加資格を得た者は、令和５年４月１日付けで資格者名簿に登載し、市

のホームページで一般公開します。ホームページへの掲載は令和５年３月下旬を予定しています。 

審査結果の個別通知は致しませんので予めご了承ください。 

 

 

 

 

(１)登録内容の変更  

 

入札参加資格審査申請書を提出した後、次の事項のいずれかに変更があった場合は、直ちに必要

な関係書類を添えて、「入札参加資格変更届」を提出してください。提出は、必ず変更年月日以降

にお願いします。詳しくは、市ホームページ｢入札参加資格申請内容の変更等について」をご覧く

ださい。 

① 本社(店)の商号又は名称 

 ② 本社(店)の所在地、電話番号、ＦＡＸ番号、法人番号 

 ③ 代表者氏名、代表者役職名 

 ④ 事業所の名称 

 ⑤ 事業所の所在地、電話番号、ＦＡＸ番号 

 ⑥ 代理人氏名、代理人役職名 

 ⑦ 代表者印(実印)、使用印 

 ⑧ メールアドレス 

 ⑨ 営業許可等(有効期限の更新含む） 

 ⑩ 登録業種、取扱品目等の変更 

 ⑪ 組合役員、組合員 

 ⑫ 申請事務担当者（所属、氏名、電話番号、ＦＡＸ番号） 

 

(２)入札参加資格の承継について 

合併、分割、営業譲渡又は個人業者の法人化もしくは事業主の変更等により、入札参加資格審査

を申請した者から営業の一切を継承した者は、「入札参加資格承継申請書」を提出してください。

詳しくは、市ホームページ「入札参加資格の承継申請について」をご覧ください。 

  

４ 名簿登載 

５ 申請書提出後の変更届等について 
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６ 記入例 記入例  

申請日（郵送の場合は発送

日、持参の場合は提出日）

を記入してください。 

代理人（支店長や営業所長）

に権限を委任する場合は「事

業所申請」を選択してくださ

い。 

法人の種類を表す文字を略さ

ずに記入してください。 
株式会社、有限会社等と商号等

との間は空けずに記入してく

ださい。 
 

姓と名の間は一文字分空けて

ください。 

ハイフン抜きで入力しても、自

動でハイフンが入ります。 

丁目、番、号、番地については

－（ハイフン）を用いて記入し

てください。 

申請者欄には、本社(店)

の情報が入ります。 
※基本情報の【本社(店)情
報】を記入すると自動入力

されます。 
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契約担当部署のメールアドレスをご

記入ください。携帯電話のメールア

ドレスは記入しないでください。 

基本的にメールアドレスは必ずご登

録ください。 

 

申請内容についての問い合

わせに対応できる方のお名

前を記入してください。 

日付は年、月、日をスラッシ

ュ(／)で区切って入力してく

ださい。西暦、和暦（Ｍ，Ｔ，

Ｓ，Ｈ，Ｒ）双方入力できま

すが表示は和暦です。（「契約

実績情報」も同様です。） 

千円単位の数字を記入してくだ

さい。（「契約実績情報」も同様

です。） 

事業所申請で代理人（支

店長や営業所長等）に権

限を委任する場合に、委

任先の営業所等の情報を記

入してください。 

インボイス制度の登録申請が済

んでいる場合には、登録番号を

記載してください。 
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業種情報には、取引を希望する業種について記入してください。 
初めに「業種」をプルダウンリストの中から選択し、続いて「細

目」をプルダウンリストの中から選択します。 
２件以上入力する場合は、「71」の行から順に入力してください。 
※１つの細目につき１件（１行）にまとめてください。 
 

申請日を基準に過去２年間に

国（公団を含む）又は地方公

共団体との契約の主なものを

記入してください。 

許可等が必要な営業種目（細目）

で申請する場合、許可書等の写し

を添付し、「許可等」欄に○印を

付けてください。 

「取扱品目」「仕入先・取扱メ

ーカー」には、具体的な品名、

名称等を記入してください。

品目や会社の名称等は「、」で

区切ってください。 

「印刷」「買受け」「役務」に

関しては記入不要です。 

取扱品目の中で、特定の品物のみ取引き

したい場合には、取扱品目欄に、「○○

のみ取り扱い希望。」「○○以外の依頼は

不要。」「○○、△△製品に限る。」等、

ご記入ください。 

「納入年月日」は、契約が完了し

た日とします。 
※賃貸（レンタル・リース）、保険

業務は開始日で可とします。 

申請日を基準として、過去

２年間に国又は地方公共団

体との契約の主なものにつ

いて、記入してください。 
 
最大３件ご記入いただけま

すが、特に主とする「１件」

のみ記載いただければ結構

です。 
 
実績がない場合には、「実績

なし」と記入してください。 
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使 用 印 鑑 届 
 

令和○○年○○月 ○日 
  秩 父 市 長  様 

 
 

 

 
 

 
 私は、下記の印鑑を次の（１）から（６）について使用します。 

 

（１）入札参加資格申請に関すること。 

（２）入札及び見積りに関すること。 

（３）契約の締結に関すること。   

（４）契約の履行に関すること。   

（５）代金の請求及び受領に関すること。 

（６）前各号に付帯する一切のこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ※ 代表者印と使用印が同じ場合も、両方の欄に押印してください。 

  ※ 委任先で申請する場合は、本様式の提出は不要です。「委任状」を提出して 

ください。 

 
 

所 在 地 埼玉県秩父市熊木町８－１５ 

（ フ リ ガ ナ ） チチブシヤクシヨ 

商号または名称 株式会社秩父市役所 

（ フ リ ガ ナ ） ダイヒヨウトリシマリヤク 

代 表 者 役 職 代表取締役 

（ フ リ ガ ナ ） アラカワ イチロウ 

代 表 者 氏 名 荒川 一郎  

代表者印（実印） 使 用 印 

実

印 
使用

印鑑 

記入例  

本社(店)情報

と同じ内容

になります。 

申請日（提出書類を市へ発送等する日）

を記入してください。 
 

印影は、直接朱肉等にて

押印してください。コピ

ー等の場合は、受付でき

ません。 

法人の場合は法人

の実印、個人の場

合は代表者個人の

実印です。 
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委   任   状  
令和○○ 年 ○○ 月 ○日 

 
  秩 父 市 長  様 

 
 

 
委 任 者 

 

 私は、次の者を代理人と定め、 

令和 ５年 ４月 １日から令和７年３月３１日まで、次の権限を委任します。 

ただし、上記の期間内に契約を締結したものに係る保証金及び代金の請求、受領に 

ついては期間後もなお効力を有するものとします。 

記 
 

受 任 者 

 

委 任 事 項 

（１）入札参加資格申請に関すること。 

（２）入札及び見積りに関すること。 

（３）契約の締結に関すること。   

（４）契約の履行に関すること。   

（５）代金の請求及び受領に関すること。 

（６）前各号に付帯する一切のこと。 

 
 
※ この様式は使用印鑑届の使用印の届出を兼ねていますので、委任状を提出する場合、使用印鑑届の提出
は必要ありません。 

所 在 地 埼玉県さいたま市浦和区高砂 3‐15‐1 

（ フ リ ガ ナ ） チチブシヤクシヨ 

商号または名称 株式会社ちちぶ 

（ フ リ ガ ナ ） ダイヒヨウトリシマリヤク 

代 表 者 役 職 代表取締役 

（ フ リ ガ ナ ） ヨシダ タロウ 

代 表 者 氏 名 吉田 太郎  

所 在 地 埼玉県秩父市熊木町 8-15 

（ フ リ ガ ナ ） チチブ チチブエイギイヨウシヨ 

商号または名称 株式会社ちちぶ 秩父営業所 

（ フ リ ガ ナ ） エイギヨウシヨチヨウ 

役 職 名 営業所長 

（ フ リ ガ ナ ） オオタキ ジロウ 

代 理 人 氏 名 大滝 次郎 

代理人使用印鑑 
(契約時使用印鑑) 

 
 
 

使用 
印鑑 

実

印 

本社(店)情報

と同じ内容に

なります。 

申請事業所情

報と同じ内容

になります。 

申請日（提出書類を市へ発送等する

日）を記入してください。 

印影は、直接朱肉等に

て押印してください。

コピー等の場合は、受

付できません。 

下記の委任事

項に係る書類

には、この受任

者情報を記載

します。 

記入例 
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記入例 

上記の一覧に許可等の名称

がない場合は、下記の表に

直接記入してください。 

申請する業種に係る業務を行う上で、法令

上必要な許可等がある場合は、許可書等の

写しを添付し、該当する項目のチェック欄

に○印を付けてください。 

「建築物管理業務」「施設・設

備運転業務」「設備等点検・検

査業務」に登録する場合、該

当する個人資格者の人数を記

入してください。 

上記に名称がない個人資格の

場合は、19、20 欄に名称を記

入してください。 
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記入例 

契約の相手方は、官民を問いません。

相手方を記載することに支障がある

場合は「非公表」と記入してください。 
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営業所所在地等報告書 
令和○○年○○月○○日 

  秩 父 市 長 様 

 

  
 

 

 

 
 

 

 

    

 

 

 

 

 

下記のとおり報告します。 

（注意事項） 

１ 代表者の権限を委任する場合は、受任者の所属する支店等（申請事業所）の内容を報告してく

ださい。 

２ 該当する□をチェックしてください。 

３ この報告書に基づいて営業所の実態調査を実施する場合がありますので、その際にはご協力を

お願いします。 

  

本社（店)の 

所 在 地 埼玉県さいたま市浦和区高砂 3-15-1 

商号又は名称 株式会社ちちぶ 

代表者役職 代表取締役 

代表者氏名 吉田 太郎 

所 在 地 埼玉県秩父市熊木町 8-15 

商号又は名称 株式会社ちちぶ 秩父営業所 

受任者役職 営業所長 

受任者氏名 大滝 次郎 

電話番号 0494-25-5216 

営業所の状況 
レ自社所有 □テナントビル  □その他（            ） 

□営業所専用  □併用（                     ） 

企業名の表示 
レあり（設置場所 営業所入口道路脇  建物入口 ２箇所     ） 

□なし（その理由                         ） 

電話設備 レあり（レ普通電話 □転送電話 □その他（    ））□なし 

備品等 
机（ ２台）いす（ ２脚） 

複写機（ １台）ＦＡⅩ（ １台）パソコン（ ２台） 

使用

印鑑 

実

印 

申請事業所の 

本社(店)情

報と同じ内

容になりま

す。 

申請事業所情

報と同じ内容

になります。 

申請日（提出書類を市へ発送等する日）

を記入してください。 

本社（店）の所在地が秩

父市外で、かつ申請事業

所の所在地が秩父市内の

場合は提出してください。 

記入例 
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○ 営業所の付近見取図（北方向を記入してください。駅、バス停、学校等目標になるものを記入

し、できるだけ詳細に記入してください。申請事業所の位置を赤色等で記入してください。） 

 

   
 

 

 

 
○ 営業所の外観の写真（看板等会社名の確認できるもの） 

 

 
 

 

 

  

説明欄 

 

 

申請営業所の外観で

す。 

看板等の写真は、予備

に添付してあります。 

㈱ちちぶ 
秩父営業所 
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○ 営業所内部の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 数室にわたる場合は、中核部の内部写真を添付して 

また、説明が必要な場合は説明欄に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 営業所がビル内に存在する場合の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 営業所がビル内に所在する場合、建物 

 

 

○ 予備の写真 

 

 

 

 

 

  

説明欄 

 

事務所の内部です。 

のり付け要 

説明欄 

 

ビル内事務所入り口の写

真です。 のり付け要 

申請事業所がビル内に存在する場合、建物の入口又はエレベ

ーターホール等にある事業所の案内板並びに申請者の名称・

申請事業所の名称を明記した営業所の入口部分の写真を添付 

部屋が複数ある場合は、主に使用している事務室の内部写真

を添付 
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○ 予備の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明欄 

 

営業所の外看板の写真で

す。 

 

 この報告書に基づいて、営業所の実態調査を実施する場合がありますので、その際

にはご協力をお願いします。（内部確認、書面等の確認） 

なお、現地調査は日ごろの状態を確認させていただくため、改めてご連絡せずお伺

いする場合があります。調査の結果、営業所として認められない場合は、申請を受理

できませんのでご了承ください。 
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同 意 書 
 

 令和 ○年○○月○○日       
 

秩 父 市 長  様 
 
 

私は下記の被補助人の補助人として、被補助人が令和５・６年度物品等入札参加資格 
審査への申請を行うことに同意します。 

また、被補助人が令和５・６年度物品等入札参加資格を得た後は、被補助人を適切に 
援助し、被補助人が下記の行為を行うことに同意します。 
 

記 
 
同意事項 

１ 令和５・６年度物品等入札参加資格審査への申請を行うこと。 
２ 令和５・６年度物品等入札に係る次の行為を行うこと。 
（１）入札及び見積りに関すること。 
（２）契約の締結に関すること。 
（３）契約の履行に関すること。 
（４）代金の請求及び受領に関すること。 
（５）復代理人の選任に関すること。 
（６）前各号に付帯する一切のこと。 

 
（申請者） 

被補助人   所在地       

     商号又は名称   

      代表者役職     

      代表者氏名     
 
（同意者） 

補助人            （〒○○○－○○○○） 

      住 所      ○○○○○○○○○○○○ 

           （フリガナ）      ○○○ ○○○ 

氏 名      ○○ ○○           ㊞ 

          電話番号     ○○○○－ ○○ －○○○○ 
 
※１ 申請者が個人事業者で、被保佐人、被補助人、未成年者又は成年被後見人である 

場合は、必ず提出してください。 
※２ 下線部分は、適宜書き換えを行ってください。 

同意書を作成した日を記入してくださ

い。 

本社（店）情報と同じ内容になります。 

実 
印 

同意者の実印を直接朱肉等にて押印し

てください。 

同意者（成年後見人、保佐人、補助人又は法定代理人）が作成してください。 

記入例 
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27 
 

 

 



 

28 
 

 

 



 

29 
 

 

 



 

30 
 

 

 



 

31 
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